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            ロンドンテロと危機管理 

                               日野壽憲 

                             (2006 年 8 月 22 日) 
 
Ⅰ 「いざという時のために、知っておくべきこと」 

   (⇒“Preparing for Emergencies － What you need to know”) 
  イギリス政府が 2004 年に一般家庭に配布した、非常時への備えを説いた小冊子。 
  内容: 1) 本冊子の目的 
     2) 非常時に取るべき行動についての一般的な助言 
           「非常時には 999 番に電話」「救急関係者の助言に従う」｢冷静にふるまう｣等 
     3) 特定の非常事態への対処法 
      a) 火事 b) 爆弾 c) 化学薬品･生物化学的薬剤･放射線 
      爆弾への対処法 
      (1) 職場に爆破予告電話があったら責任者の指示に従う。 
      (2) 建物内で爆発したら、最も安全な出口を捜す。 
      (3) 瓦礫の下敷きになった時は、 
       a) 壁の近くに身を寄せ、水道管のようなパイプを叩いて救助者に知らせる。 
       b) ガス漏れに注意して、マッチやライターは使わない。 
      (4）建物の中にいる時に外で爆発があった時は、2 回目の爆発の可能性がある   
        ので外には出ない(窓･エレベーター･ドアのそばから離れる)。 
      (5) 爆破を目撃したら、安全な場所にとどまって、警察に通報する。 
     4) 応急処置の基本 
     「危険な状況にいないか確認」「負傷者をよく観察して、応急処置を行う」等 
     5) 非常時に備えて、あなたに出来ること 
     「水道・ガス･電気の元栓の締め方」｢ラジオの周波数の合せ方｣等 
     6) テロリストの攻撃を防ぐうえで役立つこと 
     「人が多く集まる場所では周囲に気を配る」等 
     7) イギリスを護るために行なわれていること 
     「空港での荷物検査の実施」「航空機内への私服警官の搭乗」等 
     8) 非常時の連絡先一覧 
     9) 非常時に思い出すべきこと 
     「事件に巻き込まれたり、危機に瀕する可能性があると思った時は、『建物内に 

入り、外出を控え、ラジオの周波数を合わせる』(Go in, stay in, tune in.)を 
実践する」等 

    10）本冊子の注文書 

資料２
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Ⅱ ロンドン市議会: ロンドンテロ調査委員会報告書 

   （⇒ London Assembly: “Report of the 7 July Review Committee”） 
 
2005 年 7 月 7 日の同時爆破テロ事件の展開： 
8 時 50 分頃 地下鉄サークル線(リヴァプール･ストリート駅とアルドゲート駅の間)で最 
       初の自爆テロ発生。 
8時 51分頃 地下鉄サークル線(エッジウエア･ロード駅とパディントン駅の間)で 2件目の 
       自爆テロ発生。 
8 時 53 分頃 地下鉄ピカデリー線(ラッセルスクエア駅とキングスクロス駅の間)で 3 件目 
       の自爆テロ発生。 
9 時 47 分頃 大英博物館にほど近いタビストック･スクエアを走行中の路線バスの 2 階部 

分で自爆テロ発生。 

 
A. 事件発生後 1 時間以内： 事件の特定と対応が遅れた理由 

   

交信不能･不調  
1) 8 時 50 分～9 時 15 分は混乱状態。地下鉄総合指令所にも、さまざまな情報が錯綜し、

状況の正確な判断が出来ない状況。 
2) 9 時 15 分過ぎの時点で爆発事件の発生を関係者が確信。救急部門は、地下鉄 5 駅に救

急車を出動。 
3) 自爆テロの被害を受けた地下鉄車両内では、 
   ① 車内の電灯が消え、暗闇の車内に乗客が取り残された。 
   ② 乗客と運転手の交信が困難となった。 

(⇒ 当該車両には、乗客と運転手の間の緊急時の交信装置なし） 
   ③ 当該車両の運転手と地下鉄総合指令所との間の交信が車両の通信アンテナの破損

により、交信不能となったケースもあった。 
    ↓ 

事件後の 30 分間、当該車両の乗客は地下鉄総合指令所からの経過報告がなく、暗闇 
の中で乗客の不安･緊張が極度に高まり、乗客がヒステリー状態に陥る事例も見られ 
た。 

4) 乗客と運転手との間の交信装置の不備や不調、さらには運転手と地下鉄総合指令所との

交信の不調により、警察･消防・救急部門への正確な情報伝達の遅れ、さらには関係部

門からの出動の遅れが見られた。(⇒ 救急隊到着までに最速 25 分を要した) 
5) 地下鉄車両と地下鉄総合指令所を結ぶ交信装置及び警察･消防･救急の各部門を結ぶ交

信装置の不設備や不調により、救急隊員は連絡の度に地下鉄ホームに戻って、ホーム

に設置された交信機器を用いて連絡を取る必要に迫られた。 
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提案 1                                      
列車車両への、緊急時の運転手と乗客との交信を可能にするデジタル方式の新型の無線装

置の設置を急ぐ。 
提案 2                                      
(a)運転手と地下鉄総合指令所との間の交信のためのデジタル方式の新型の無線装置の設置

を急ぐ。  
(b) (a)の項目が実施に付されるまでの期間、現在の無線装置の性能と信頼性を高める努力 
  を続ける。   
提案 3                                      
地下鉄関係部門と警察・消防・救急部門とをつなぐ無線システムを最新のデジタル方式に 
切り替える。     

 
6) ８時 50 分の爆破現場へは 25 分で救急隊員が到着したが、8 時 51 分の爆破では、爆破

の 7 分後には地下鉄総合指令所は警察･消防･救急部門に出動要請を行なったのに、到

着に 35 分を要した。一方、8 時 53 分の爆発では、救急隊員の到着は 45 分を要してい

る。何故か？ 
 ↓ 

a) 事件直後の事件現場に関する情報が不正確･不十分であった。 
(例：ロンドンの地下鉄は、電車の走方向によりホームが異なる場合が少なくないが、 
救急隊員が到着した地下鉄ホームは、事故現場に通じるホームではなかった） 

b) 道路の混雑状況(⇒ラッシュアワーの時間帯)。 
 

提案 4                                      
（a）地下鉄のトンネル内で発生した事故では、救急隊は当該車両に最も近い駅の両方向の

ホームに出動する。 
(b) ロンドン地下鉄が組織する緊急出動部隊の出動では、バスレーンの使用を許可し、 

congestion charge(ロンドン中心部への乗り入れ毎に支払う通行税)も免除する。 
 (c) 消防、警察、救急の各部門は互いの連携を密にし、迅速･効果的な出動を心がける。 

                                                
B. 事件発生後 1 時間以内： 救助と応急処置に際して 

   
１. 携帯電話への依存が引き起こした問題  
＊ 大事件の際に携帯電話が混雑して交信が難しくなる状況は予想されてはいたが、ロンド

ン市の救急隊員はロンドンテロの出動業務に使用し、連絡不能が生じた。今後新型のデ

ジタル方式の無線設備を導入すれば、この問題はある程度緩和されるであろう。 
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提案 5                                      
(a) 今回のような大惨事の現場では、運輸・警察・消防･救急等の関係する各部門の現場責

任者が、いかに連携を取り合うかが大事である。 
(b) 今回は発動されなかったが、事件後に一般市民の携帯電話によるアクセス数を制限し

て、救助関係者間の連絡を容易にする措置を取ってもよかったのではないか。今後、

アクセス数の制限が発動されても使えるタイプの携帯電話を出動各部門の現場責任者

に所持させる必要がある。 

 
２. 事件現場付近の病院への通知  
 

提案 6                                      
大事故の際の救急指定病院でない場合でも、事件現場付近の全ての病院に対して、事件の

情報を伝えておく。 

 
３. 救急隊相互の連携の不調  
1) 今回救急車が約 200 台、隊員 400 名が動員され、404 名が病院に搬送された。爆破テ

ロ 4 件中 3 件は地下鉄トンネル内での救助活動となり非常な困難を伴ったが、彼らの

勇気･技能・指導により多くの命を救うことができた。 
2) とは言え、現場で救助に当たった隊員には、司令室との連絡が取れずに、他の現場の

状況確認、救急車両･物資･装置の補給の要請、さらには負傷者の受け入れ可能な病院

についての指示等が受けられない状況も生じた。 
 

提案 7                                      
(a) 出動に関する交信システムの再検討・改善を行なう。 
(b) 必要物資を現場に迅速に運べる体制を整える。 
(c) 救急サービスとロンドン地下鉄の両者は、地下鉄各駅での救急備品や薬品の備えを充実 
  させる。 
(d) 今回のような大惨事に関係者がどう対応したかについての正確な記録を残す任務を中

心的に行なう部局を定める。 

 
C. 事件発生後 1 時間以内：車内にいて負傷を免れた人々や歩行可能な被災者へ 

の対処 

＊ 自爆テロが発生した車両に乗り合わせて事件に遭遇した人々は、事件発生直後には事態

の把握や自分達が置かれた状況にどう対処したらよいかの判断に窮した。こうした事態

では、救助者側からの連絡が必須である。 
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提案 8  
地下鉄の車内には緊急時の対処法を掲示して、平時の備えや緊急時の対応をスムーズに行

なう。                                    

 
D. 事件発生後 1 時間以内： 被災者の受付 

1) 被災者の確認については一貫した方法が取られておらず、生存者が現場に何の指示も与

えられないままに放置される状況も見られた。 
 

提案 9                                    
(a) 事件現場には、発生後ただちに被災者受付センターを設置する。             
(b) 被災者受付センターの運営については、どの部局がイニシアチブをとり、どういった

内容にするかを明確にする。 
(c) ロンドン地下鉄は地方自治体や救急関係部局と話し合いのうえ、ロンドン中心部の地

下鉄駅・地上鉄道駅･バスターミナルの隣接地に、最低 2 箇所の被災者受付センターの

設置場所を決めておく。                               

 
2）警察が報告を受けた負傷者の数は合計 946 名であるが、実際にはこの 4 倍の人々が負 
  傷したと考えられる。被災者の情報収集が組織立たぬ手法で断片的に行なわれた結果、

収集データは事実とはほど遠い内容となった。 
 

提案 10                                     
(a) 今回のような大事件の場合、警察は事件現場で被災者の詳細なデータを残すこと。 
(b) 救急部門では、会話が可能な負傷者本人から身元の確認をとる手法を再考する。 
(c) 救急部門では被災者の氏名を確認し、その情報を被災局(災害･大事件発生後にロンドン

警視庁内に設置され、死傷者･行方不明者･避難者･目撃者に関する情報の受付･整理及

び関係者への情報提供を行う)と受け入れ先の病院に通知すること。 

 
E. 事件発生後 1 時間以内：一般市民への連絡 

1) 危機管理計画の策定に際しては、メディア関係者にも可能な限り関わって欲しいと  
いうのが多くの一般市民の考えである。 

提案 11                                      
危機的状況からの回復期には、メディアの代表者に単なるオブザーバーとしてではなく、

協力者として加わってもらう。 

 
2) 発生時に、警察は、正確で時を得た助言や情報を市民に提供する義務があるが、7 月 7
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日の事件発生後の最初の 2 時間には、メディアが得た情報と警察による発表の間に明ら

かな食い違いが見られた。 

 

提案 12                                      
(a) 警察は事件発生後 1 時間の間では、可能な限りにおいて、基本的内容の助言のみならず

詳しい情報も提供すべきである。 
(b) 警察は、今回のような大事件に際しては、職責にふさわしい能力をそなえた古参の警察

関係者を指名して、その日 1 日、警察のスポークス・パーソンとして対応させるべきだ。

この人物にはメディアを通じて、正確で時を得た助言や情報を伝えさせる。 

 
F. 事件発生後 1 時間以内：家族や友人を捜す人々への対応 

＊ 事件直後にロンドン警視庁は、｢被災局｣(Casualty Bureau)を設置し、被災者に関する 
  問い合わせに答えた。 
 
提案 13                                     
(a) 警察は、国勢調査に関する最新のオンライン･データを活用して、市民からの被災者に

関する問い合わせに対応すべきだ。                                               
(b) 警察は,                                     

1)事件後に判断ミスや技術的な問題により被災局の立ち上げが遅れないようにする。   
2)被災局への問い合わせはフリーダイアルにすべきだ。                           

 3)被災局が公開する情報に一定の基準を設けるべきだ。                            

 
G．事件当日：テロ発生後１時間を過ぎて生じたこと 

1. 一般市民への通報  
1) ｢建物内に入り、外出を控え、ラジオの周波数を合わせてください｣との警告は事件発 

生後繰り返し放送されたが、その放送を中止してもよい時点でも続けられ、市民の間 
に不必要な不安や混乱を招いた。 
 

提案 14                                      
市民への通告は、その基本的な内容に変化がない場合でも制限時間を厳守し、1 時間ごとに

見直す。                                  

 
2) バスの運行再開の決定は非常に難しい判断であったが、午後 5 時までには通常運行に復

帰させており、非常に満足すべき結果を残したと言える。 
3) 警察は、メディアに被災の現状を伝える先導的な機関であることから、一般市民へ  

のメッセージを発表する場合には、例えば災害時の携帯電話回線の混雑の問題といった
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本来の警察業務から離れた内容であっても、信頼するに足る内容を伝えるべきだ。 
4) 今回携帯電話の使用制限を電話会社がメディアを通じて訴えたがうまくいかなかった。

警察のような権力を持った組織が、効果的に訴えるべきであった。 

提案 15                                     
(a) 警察は、携帯電話の回線の混雑のような社会的に重要な問題については、警察発表に盛 

り込むべきだ。 
(b) 警察は、今回の経験を踏まえて、メディアの要望を満たすような有効なメディア・セン 
  ターの設立・運営に関わるガイダンスを文書で示すべきだ。             
提案 16                                     
地方自治体とビジネス組織は、意思の疎通を効果的に進めるための総合政策を打ち出す。         

 
H.事件後の数週間の間に生じたこと 
1. 遺族・被災者の家族・友人への捜索支援  
＊ 今回史上初めて、家族援助センターが設置されたが、被災者に関する問い合わせに充分

に対応出来なかった。 

提案 17                                      
事件の失踪者を捜す人々を支援する援助センターを設置すべきだ。同センターでは、失踪

者に関する最新情報を提供したり、場合によっては相談者に宿泊施設を紹介するといった

実際的な援助も行なう。                              

 
2. 被災者への支援  
＊ 重傷者の中には、当局側が被災者のデータを遺失し、公的な支援が受けられなかった 

人々もいた。 

提案 18                                      
被災者の詳細なリストを作成し、これを元に被災者との連絡を図る。           
提案 19                                      
援助センターでは、「被災者の会」結成に際してその実現に向けての支援を行うが、その際

に、以下の分野の助言・指導が特に有益である。           
a)インターネット・サイトの立ち上げ方。 

   b)ジャーナリストや興味本位の人々等の接近を退ける方法。              
  c)情報を入手するための実際的な助言や支援。                    
  d)心のケアを含めた健康面の指導。                         
  e)被災者の会の責任者への相談受付や助言。                     
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３. 心のケアについて  
＊ 行政府側に精神治療の面での救済計画が欠けていたために、テロで大きな精神的外傷を 

を抱えながら現場から四散して、治療の網にかからなかった被災者が多くいた。 
 

提案 20                                      
ロンドン･リシリエンス･フォーラム(London Resilience Forum;大事件や大惨事の際の対

応を目的とする、ロンドン市の行政府内の関係機関を結ぶ団体)は、政府の NHS（国民医

療サービス・システム）のトラウマ部門と連携して、事件直後から被災者の心のケアに取

り組むべきである。こうしたケアを受けるルートが複数存在することを生存者に理解させ

ることが必要であるし、ロンドン市外の在住者も受けられるようにすべきである。 

 
４ 診療の継続について  
＊ ロンドン市が報告書作成に当たり情報を得た被災者の中には、トンネル内で吸い込ん

だ煙がもたらす健康面の弊害に大きな不安を抱えている者がいた。彼らはテロ発生後

の数週間の間、煙吸引がもたらす危険性についての知識や継続的な診療実施の情報な

どを知らされていなかった。 
 

提案 21                                      
援助センターでは、被災者との中心的なパイプ役としての役目を自覚･実践し、健康面への

影響についての最新の情報や適切な助言を与える。 

 
５. 法的な支援について 
＊被災者に対する法的な手当てについては、7 月 7 日の重傷者からは有効であったとの肯 
 定的な評価が寄せられた。一方、肉体面の損傷は皆無あるいは軽微だったものの精神面

で深い傷を負った人々への対処については、事前の計画は無きに等しかった。                           
 

提案 22                                      
事件直後及び事件後数ヶ月の間に、被災者に対してどういった(法的な)手当てを講じるかに

ついてのガイダンスを作成すべきだ。 

 
 
I. 結論として確認したいこと 

 1) 今回のロンドンテロで得た教訓の多くは、ロンドン以外の都市で発生する同様の事件

においても有益である。 
2) ロンドンテロの各現場では救急隊員たちが、連絡がうまく取れなかったために、出動 

後の行動に不具合が生じた。彼らはデジタル方式の無線装置を帯同すべきだ。 
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 3) 行政府側に｢心のケア｣の面での救済計画が欠けていたために、テロで大きなトラウマ 
を抱えながら現場から四散して、治療の網にかからなかった被災者は 3,000 人を超す 
と思われる。提案 20 を実践したい。 

4) 被災者の経験や知恵にもっと学ぶべきである。 
 
 
Ⅲ ロンドンテロを越えて 

 
A. 英国の人口構成 

    1) 英国の総人口：約 5,950 万人 
    2) 英国の主な少数民族グループ：  

＊カリブ系アフリカ系黒人： 約 127 万人 
    ＊インド系：約 93 万人 
    ＊パキスタン/ バングラデシュ系：93 万人 
    ＊少数民族が総人口に占める割合は約７％ 
  3) ロンドンの人口：約 737 万人(少数民族の割合は約 147 万人) 
  4) イスラム系市民：約 154 万人 
    出身地: パキスタン(約 61 万人)、バングラデシュ(約 20 万人)、インド(約 16 万人) 
        アラブ･アフリカ(約 35 万人)等 
 
 B. ｢分離｣から｢対話･交流の推進｣による｢地域結束｣へ 

   英国では、近年イスラム系市民と周辺市民の分離が進み、職場や学校を離れての交流

が皆無に等しい状況が加速してきた。コミュニケーションの欠如は相手への疑念や不信

を促し、憎しみの増幅を招く。2001 年に北イングランドで発生したイスラム青年による

人種暴動は、人種的な分離がもたらす負の側面を象徴する出来事であったし、昨年のロ

ンドンテロについても同様の指摘がなされている。 
 現在英政府は、自国が自爆テロリストを生んだ反省に立ち、人種間の対話･交流の推進

により地域住民の結束を強めることで、テロリストを生む土壌を改善する行動を展開し

つつある。昨年のロンドンテロ後の 8 月には英国内務省の内務担当大臣が、英国各地を

巡回して 9 回の対話集会を開催し、1,000 人のイスラム系市民と共に、「過激主義は皆で

防げるか」をテーマに語り合った。ここで出された提案のうちの 27 項目が、政府主導で

実行に付されつつある。英国人は今、自爆テロという悲惨な経験を教訓に、人種共生に

向けての新たな展開に勇気を持って取り組んでいる。 
  

 
 


